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(57)【要約】
　液冷式放熱装置は、冷却液通路（５）を有する放熱ベ
ース（２）と、放熱ベース（２）上に設けられた膨張タ
ンク（７）とを備え、膨張タンク（７）は、上方に膨出
しかつ下方に開口した膨出部（２７）を有するタンク本
体（２６）と、タンク本体（２６）の下端に接合されか
つ膨出部（２７）の下端開口を塞ぐ底板（２８）とを有
する。膨出部（２７）の頂壁に、冷却液通路（５）内を
外部に通じさせる連通部としての貫通穴（２９）を形成
し、貫通穴（２９）内に、貫通穴（２９）を塞ぐように
、水素透過許容部材（３１）を嵌め止める。この液冷式
放熱装置によれば、冷却液通路（５）内の圧力上昇を防
止しうる。



(2) JP WO2007/086353 A1 2007.8.2

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
冷却液通路を有する放熱ベースを備えており、放熱ベースに、冷却液通路内を外部に通じ
させる連通部が設けられ、連通部に水素透過許容部材が配置されている液冷式放熱装置。
【請求項２】
水素透過許容部材における水蒸気の透過係数をＡ、水素の透過係数をＢとした場合、Ｂ≧
５０Ａを満足する請求項１記載の液冷式放熱装置。
【請求項３】
水素透過許容部材が、エチレンプロピレンゴム、ブチルゴム、フッ素ゴム、ニトリルブタ
ジエンゴムおよびシリコンゴムからなる群から選ばれた１つの材料で形成されている請求
項１記載の液冷式放熱装置。
【請求項４】
水素透過許容部材における水素透過方向の寸法、および水素透過許容部材における水素透
過方向と直交する方向の断面積は、水素透過スピードが、冷却液通路の内表面積１ｍｍ２

あたり０．１ｃｃ／ｈ以上となるように設定されている請求項１記載の液冷式放熱装置。
【請求項５】
放熱ベース上に膨張タンクが設けられており、膨張タンクが、上方に膨出しかつ下方に開
口した膨出部を有するタンク本体と、タンク本体の下端に接合されかつ膨出部の下端開口
を塞ぐとともに、放熱ベースの上面に接合された底板とを有しており、放熱ベースおよび
底板に、冷却液通路とタンク本体内とを通じさせる連通穴が形成され、前記連通部が、タ
ンク本体の膨出部の頂壁に形成された貫通穴からなり、貫通穴を塞ぐように、水素透過許
容部材が貫通穴内に嵌め止められている請求項１記載の液冷式放熱装置。
【請求項６】
水素透過許容部材がピン状であり、水素透過許容部材の外端部に、タンク本体の頂壁外面
における貫通穴の周縁部に係合する係合部が一体に形成されている請求項５記載の液冷式
放熱装置。
【請求項７】
水素透過許容部材の内端部がタンク本体内に突出しており、水素透過許容部材のタンク本
体内への突出部に、タンク本体の頂壁内面における貫通穴の周縁部に係合する係合部が一
体に形成されている請求項５または６記載の液冷式放熱装置。
【請求項８】
放熱ベースが、互いに積層状に接合された２枚の金属板からなり、放熱ベースを構成する
２枚の金属板間に冷却液通路が形成されている請求項１記載の液冷式放熱装置。
【請求項９】
金属板がアルミニウム板からなり、互いに積層状にろう付されている請求項８記載の液冷
式放熱装置。
【請求項１０】
２枚のアルミニウム板が、少なくともいずれか一方のアルミニウム板における他方のアル
ミニウム板側を向いた面に設けられていたろう材層を利用してろう付されている請求項９
記載の液冷式放熱装置。
【請求項１１】
冷却液通路が、両金属板のうち少なくともいずれか一方の金属板を外方に膨出させること
により形成された通路形成部を備えており、通路形成部に、部分的に途切れた途切れ部分
が設けられており、通路形成部における途切れ部分に臨む２つの端部が一方の金属板のみ
を膨出させることにより形成されるとともに、他方の金属板の外面が平坦面となされ、前
記他方の金属板に、通路形成部における途切れ部分に臨む２つの端部をそれぞれ外部に通
じさせる２つの連通穴が形成され、前記他方の金属板の外面に、２つの連通穴を通じさせ
る連通部材が締結具により固定され、連通部材が、外方に膨出しかつ前記一方の金属板側
に開口した本体と、本体の開口周縁部に一体に形成された外向きフランジとよりなり、外
向きフランジと前記他方の金属板の外面との間の部分が前記連通部となされ、連通部にシ
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ート状の水素透過許容部材が配置されている請求項８記載の液冷式放熱装置。
【請求項１２】
冷却液通路が、両金属板のうち少なくともいずれか一方の金属板を外方に膨出させること
により形成された通路形成部を備えており、通路形成部に、部分的に途切れた途切れ部分
が設けられており、通路形成部における途切れ部分に臨む２つの端部が一方の金属板のみ
を膨出させることにより形成されるとともに、他方の金属板の外面が平坦面となされ、前
記他方の金属板に、通路形成部における途切れ部分に臨む２つの端部をそれぞれ外部に通
じさせる２つの連通穴が形成され、前記他方の金属板の外面に、２つの連通穴を通じさせ
る連通部材が締結具により固定され、連通部材が、外方に膨出しかつ前記一方の金属板側
に開口した本体と、本体の開口周縁部に一体に形成された外向きフランジとよりなり、外
向きフランジと前記他方の金属板の外面との間の部分が前記連通部となされ、連通部にＯ
リング状の水素透過許容部材が配置されている請求項８記載の液冷式放熱装置。
【請求項１３】
連通部材の本体の頂壁に貫通穴が形成されるとともに、当該貫通穴も前記連通部となされ
、貫通穴を塞ぐように、水素透過許容部材が貫通穴内に嵌め止められている請求項１１ま
たは１２記載の液冷式放熱装置。
【請求項１４】
放熱ベースに、冷却液通路内で冷却液を循環させるポンプが取り付けられている請求項１
記載の液冷式放熱装置。
【請求項１５】
冷却液通路が、両金属板のうち少なくともいずれか一方の金属板を外方に膨出させること
により形成された通路形成部を備えており、通路形成部に、部分的に途切れた途切れ部分
が設けられており、通路形成部における途切れ部分に臨む２つの端部が一方の金属板のみ
を膨出させることにより形成されるとともに、他方の金属板の外面が平坦面となされ、前
記他方の金属板に、通路形成部における途切れ部分に臨む２つの端部をそれぞれ外部に通
じさせる２つの貫通穴が形成され、前記他方の金属板の外面に、吐出口および吸込口を有
しかつ冷却液通路内で冷却液を循環させるポンプが取り付けられ、ポンプの吐出口が前記
他方の金属板の一方の貫通穴に接続されるとともに、吸込口が同他方の貫通穴に接続され
、ポンプと前記他方の金属板の外面との間の部分が前記連通部となされ、連通部にシート
状の水素透過許容部材が配置されている請求項８記載の液冷式放熱装置。
【請求項１６】
冷却液通路が、両金属板のうち少なくともいずれか一方の金属板を外方に膨出させること
により形成された通路形成部を備えており、通路形成部に、部分的に途切れた途切れ部分
が設けられており、通路形成部における途切れ部分に臨む２つの端部が一方の金属板のみ
を膨出させることにより形成されるとともに、他方の金属板の外面が平坦面となされ、前
記他方の金属板に、通路形成部における途切れ部分に臨む２つの端部をそれぞれ外部に通
じさせる２つの貫通穴が形成され、前記他方の金属板の外面に、吐出口および吸込口を有
しかつ冷却液通路内で冷却液を循環させるポンプが取り付けられ、ポンプの吐出口が前記
他方の金属板の一方の貫通穴に接続されるとともに、吸込口が同他方の貫通穴に接続され
、ポンプと前記他方の金属板の外面との間の部分が前記連通部となされ、連通部における
吐出口および吸込口の周囲の部分にＯリング状の水素透過許容部材が配置されている請求
項８記載の液冷式放熱装置。
【請求項１７】
放熱ベースの片面に、発熱体を熱的に接触させる受熱部が設けられている請求項１記載の
液冷式放熱装置。
【請求項１８】
ハウジングと、ハウジング内に配置された発熱電子部品とを備えており、請求項１７記載
の液冷式放熱装置がハウジング内に配置され、発熱電子部品が、放熱ベースの受熱部に熱
的に接触させられている電子機器。
【請求項１９】
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キーボードを有する本体部と、本体部に開閉自在に設けられたディスプレイ装置とよりな
り、本体部のハウジング内に請求項１７記載の液冷式放熱装置が配置され、本体部のハウ
ジング内に配置されたＣＰＵが放熱ベースの受熱部に熱的に接触させられているノート型
パーソナルコンピュータ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、たとえばノート型パーソナルコンピュータ、二次元ディスプレイ装置、プ
ロジェクタなどの電子機器の発熱電子部品などの発熱体から発せられる熱を放熱する液冷
式放熱装置に関する。
【０００２】
　この明細書および特許請求の範囲において、「アルミニウム」という用語には、純アル
ミニウムの他にアルミニウム合金を含むものとする。また、この明細書および特許請求の
範囲において、図２～図６の上下を上下というものとする。
【背景技術】
【０００３】
　従来、電子機器の発熱電子部品から発せられる熱を放熱する方法として、片面が発熱電
子部品に熱的に接触させられる受熱面となされたアルミニウム製放熱基板と、放熱基板の
他面に一体に設けられた放熱フィンとよりなるものを使用し、放熱基板の受熱面に発熱電
子部品を取り付け、冷却ファンにより放熱フィンに風を当てることによって、発熱電子部
品から発せられる熱を放熱基板および放熱フィンを介して空気中に逃がす方法が広く採用
されていた。
【０００４】
　しかしながら、近年の電子機器では、小型化、高性能化により発熱電子部品の発熱量が
増加する傾向にあり、従来の方法では十分な放熱性能が得られなくなってきている。また
、ノート型パーソナルコンピュータ、二次元ディスプレイ装置、プロジェクタなどにおい
ては、冷却ファンによる騒音も大きくなり、これらの機器に求められるようになってきて
いる静粛性を満たすことができない。
【０００５】
　そこで、これらの問題を解決するために、本出願人は、先に、水を含んだ冷却液、たと
えば不凍液を用いた液冷式放熱装置を提案した（特許文献１参照）。特許文献１記載の液
冷式放熱装置は、互いに積層状にろう付された２枚のアルミニウム板からなりかつ冷却液
通路を有する放熱ベースと、放熱ベース上に設けられた膨張タンクと、冷却液通路内で不
凍液を循環させるポンプとを備えており、放熱ベースの片面に、冷却液通路内を流れる冷
却液により冷却する発熱体を熱的に接触させる受熱部が設けられ、冷却液通路が、２枚の
アルミニウム板のうち少なくともいずれか一方を外方に膨出させることにより形成され、
膨張タンクが、上方に膨出しかつ下方に開口した膨出部を有するタンク本体と、タンク本
体の下端に接合されかつ膨出部の下端開口を塞ぐとともに、放熱ベースの上面に接合され
た底板とを有しており、放熱ベースおよび底板に、冷却液通路とタンク本体内とを通じさ
せる連通穴が形成されたものである。
【０００６】
　ところで、不凍液はアルミニウムに対して非腐食性ではあるものの、水とアルミニウム
とが反応して水素が発生することがある。水素発生量が微量のうちは、水素が膨張タンク
のタンク本体内に溜められることにより、冷却液通路内の圧力上昇が防止される。しかし
ながら、膨張タンクによる冷却液通路内の圧力上昇防止効果には限界があり、水素発生量
が増大すると冷却液通路内の圧力が許容圧力を超え、ポンプの故障を招くおそれがある。
【特許文献１】特開２００５－１６７２２４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
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　この発明の目的は、上記問題を解決し、冷却液通路内の圧力上昇を防止しうる液冷式放
熱装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、上記目的を達成するために以下の態様からなる。
【０００９】
　1)冷却液通路を有する放熱ベースを備えており、放熱ベースに、冷却液通路内を外部に
通じさせる連通部が設けられ、連通部に水素透過許容部材が配置されている液冷式放熱装
置。
【００１０】
　2)水素透過許容部材における水蒸気の透過係数をＡ、水素の透過係数をＢとした場合、
Ｂ≧５０Ａを満足する上記1)記載の液冷式放熱装置。
【００１１】
　3)水素透過許容部材が、エチレンプロピレンゴム、ブチルゴム、フッ素ゴム、ニトリル
ブタジエンゴムおよびシリコンゴムからなる群から選ばれた１つの材料で形成されている
上記1)記載の液冷式放熱装置。
【００１２】
　4)水素透過許容部材における水素透過方向の寸法、および水素透過許容部材における水
素透過方向と直交する方向の断面積は、水素透過スピードが、冷却液通路の内表面積１ｍ
ｍ２あたり０．１ｃｃ／ｈ以上となるように設定されている上記1)記載の液冷式放熱装置
。
【００１３】
　5)放熱ベース上に膨張タンクが設けられており、膨張タンクが、上方に膨出しかつ下方
に開口した膨出部を有するタンク本体と、タンク本体の下端に接合されかつ膨出部の下端
開口を塞ぐとともに、放熱ベースの上面に接合された底板とを有しており、放熱ベースお
よび底板に、冷却液通路とタンク本体内とを通じさせる連通穴が形成され、前記連通部が
、タンク本体の膨出部の頂壁に形成された貫通穴からなり、貫通穴を塞ぐように、水素透
過許容部材が貫通穴内に嵌め止められている上記1)記載の液冷式放熱装置。
【００１４】
　6)水素透過許容部材がピン状であり、水素透過許容部材の外端部に、タンク本体の頂壁
外面に密接する外向きフランジが一体に形成されている上記5)記載の液冷式放熱装置。
【００１５】
　7)水素透過許容部材の内端部がタンク本体内に突出しており、水素透過許容部材のタン
ク本体内への突出部に、タンク本体の頂壁内面における貫通穴の周縁部に係合する係合部
が一体に形成されている上記5)または6)記載の液冷式放熱装置。
【００１６】
　8)放熱ベースが、互いに積層状に接合された２枚の金属板からなり、放熱ベースを構成
する２枚の金属板間に冷却液通路が形成されている上記1)記載の液冷式放熱装置。
【００１７】
　9)金属板がアルミニウム板からなり、互いに積層状にろう付されている上記8)記載の液
冷式放熱装置。
【００１８】
　10)２枚のアルミニウム板が、少なくともいずれか一方のアルミニウム板における他方
のアルミニウム板側を向いた面に設けられていたろう材層を利用してろう付されている上
記9)記載の液冷式放熱装置。
【００１９】
　11)冷却液通路が、両金属板のうち少なくともいずれか一方の金属板を外方に膨出させ
ることにより形成された通路形成部を備えており、通路形成部に、部分的に途切れた途切
れ部分が設けられており、通路形成部における途切れ部分に臨む２つの端部が一方の金属
板のみを膨出させることにより形成されるとともに、他方の金属板の外面が平坦面となさ
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れ、前記他方の金属板に、通路形成部における途切れ部分に臨む２つの端部をそれぞれ外
部に通じさせる２つの連通穴が形成され、前記他方の金属板の外面に、２つの連通穴を通
じさせる連通部材が締結具により固定され、連通部材が、外方に膨出しかつ前記一方の金
属板側に開口した本体と、本体の開口周縁部に一体に形成された外向きフランジとよりな
り、外向きフランジと前記他方の金属板の外面との間の部分が前記連通部となされ、連通
部にシート状の水素透過許容部材が配置されている上記8)記載の液冷式放熱装置。
【００２０】
　12)冷却液通路が、両金属板のうち少なくともいずれか一方の金属板を外方に膨出させ
ることにより形成された通路形成部を備えており、通路形成部に、部分的に途切れた途切
れ部分が設けられており、通路形成部における途切れ部分に臨む２つの端部が一方の金属
板のみを膨出させることにより形成されるとともに、他方の金属板の外面が平坦面となさ
れ、前記他方の金属板に、通路形成部における途切れ部分に臨む２つの端部をそれぞれ外
部に通じさせる２つの連通穴が形成され、前記他方の金属板の外面に、２つの連通穴を通
じさせる連通部材が締結具により固定され、連通部材が、外方に膨出しかつ前記一方の金
属板側に開口した本体と、本体の開口周縁部に一体に形成された外向きフランジとよりな
り、外向きフランジと前記他方の金属板の外面との間の部分が前記連通部となされ、連通
部にＯリング状の水素透過許容部材が配置されている上記8)記載の液冷式放熱装置。
【００２１】
　13)連通部材の本体の頂壁に貫通穴が形成されるとともに、当該貫通穴も前記連通部と
なされ、貫通穴を塞ぐように、水素透過許容部材が貫通穴内に嵌め止められている上記11
)または12)記載の液冷式放熱装置。
【００２２】
　14)放熱ベースに、冷却液通路内で冷却液を循環させるポンプが取り付けられている上
記1)記載の液冷式放熱装置。
【００２３】
　15)冷却液通路が、両金属板のうち少なくともいずれか一方の金属板を外方に膨出させ
ることにより形成された通路形成部を備えており、通路形成部に、部分的に途切れた途切
れ部分が設けられており、通路形成部における途切れ部分に臨む２つの端部が一方の金属
板のみを膨出させることにより形成されるとともに、他方の金属板の外面が平坦面となさ
れ、前記他方の金属板に、通路形成部における途切れ部分に臨む２つの端部をそれぞれ外
部に通じさせる２つの貫通穴が形成され、前記他方の金属板の外面に、吐出口および吸込
口を有しかつ冷却液通路内で冷却液を循環させるポンプが取り付けられ、ポンプの吐出口
が前記他方の金属板の一方の貫通穴に接続されるとともに、吸込口が同他方の貫通穴に接
続され、ポンプと前記他方の金属板の外面との間の部分が前記連通部となされ、連通部に
シート状の水素透過許容部材が配置されている上記8)記載の液冷式放熱装置。
【００２４】
　16)冷却液通路が、両金属板のうち少なくともいずれか一方の金属板を外方に膨出させ
ることにより形成された通路形成部を備えており、通路形成部に、部分的に途切れた途切
れ部分が設けられており、通路形成部における途切れ部分に臨む２つの端部が一方の金属
板のみを膨出させることにより形成されるとともに、他方の金属板の外面が平坦面となさ
れ、前記他方の金属板に、通路形成部における途切れ部分に臨む２つの端部をそれぞれ外
部に通じさせる２つの貫通穴が形成され、前記他方の金属板の外面に、吐出口および吸込
口を有しかつ冷却液通路内で冷却液を循環させるポンプが取り付けられ、ポンプの吐出口
が前記他方の金属板の一方の貫通穴に接続されるとともに、吸込口が同他方の貫通穴に接
続され、ポンプと前記他方の金属板の外面との間の部分が前記連通部となされ、連通部に
おける吐出口および吸込口の周囲の部分にＯリング状の水素透過許容部材が配置されてい
る上記8)記載の液冷式放熱装置。
【００２５】
　17)放熱ベースの片面に、発熱体を熱的に接触させる受熱部が設けられている上記1)記
載の液冷式放熱装置。
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【００２６】
　18)ハウジングと、ハウジング内に配置された発熱電子部品とを備えており、上記17)記
載の液冷式放熱装置がハウジング内に配置され、発熱電子部品が、放熱ベースの受熱部に
熱的に接触させられている電子機器。
【００２７】
　19)キーボードを有する本体部と、本体部に開閉自在に設けられたディスプレイ装置と
よりなり、本体部のハウジング内に上記17)記載の液冷式放熱装置が配置され、本体部の
ハウジング内に配置されたＣＰＵが放熱ベースの受熱部に熱的に接触させられているノー
ト型パーソナルコンピュータ。
【発明の効果】
【００２８】
　上記1)の液冷式放熱装置によれば、放熱ベースが、たとえばアルミニウムのような金属
で形成されている場合、冷却液通路内に封入された冷却液に含まれる水分との反応により
水素ガスが発生したとしても、この水素ガスは水素透過許容部材を透過して冷却液通路外
へ逃がされるので、冷却液通路内の圧力上昇が防止され、その結果冷却液を循環させるポ
ンプが故障することを防止することができる。また、膨張タンクが設けられている場合に
は、膨張タンクのサイズを、冷却液の熱膨張を吸収するために必要最小限のサイズとする
ことができる。
【００２９】
　上記2)および3)の液冷式放熱装置によれば、冷却液通路内で発生した水素を効率良く外
部に逃がした上で、冷却液が加熱された際に発生する水蒸気の外部への漏れを防止するこ
とが可能になり、冷却液量の減少が防止される。
【００３０】
　上記4)の液冷式放熱装置によれば、冷却液通路内で発生した水素を効率良く外部に逃が
すことができる。
【００３１】
　上記5)の液冷式放熱装置によれば、冷却液通路内を外部に通じさせる連通部を設けるこ
と、および連通部に水素透過許容部材を配置することを比較的簡単に行うことができる。
さらに、連通部が、タンク本体の膨出部の頂壁に形成された貫通穴からなり、貫通穴を塞
ぐように、水素透過許容部材が貫通穴内に嵌め止められているので、液冷式放熱装置の通
常の使用状態、すなわち膨張タンクが上に来るような状態においては、水素透過許容部材
が気相部に接することになり、水素が透過しやすくなるとともに、水蒸気が透過しにくく
なる。
【００３２】
　上記6)の液冷式放熱装置によれば、水素透過許容部材をタンク本体の頂壁の貫通穴内に
嵌め込む際の嵌め込み量を簡単に決めることができる。
【００３３】
　上記7)の液冷式放熱装置によれば、タンク本体の頂壁の貫通穴からの水素透過許容部材
の抜けを防止することができる。
【００３４】
　上記8)および9)の液冷式放熱装置によれば、放熱ベースからの放熱効率が優れたものに
なる。
【００３５】
　上記10)の液冷式放熱装置によれば、放熱ベースを比較的簡単に製造することができる
。
【００３６】
　上記11)および12)の液冷式放熱装置によれば、冷却液通路内を外部に通じさせる連通部
を設けること、および連通部に水素透過許容部材を配置することを比較的簡単に行うこと
ができる。また、連通部材の本体が膨張タンクの働きをする。
【００３７】



(8) JP WO2007/086353 A1 2007.8.2

10

20

30

40

50

　上記13)の液冷式放熱装置によれば、上記11)および12)の液冷式放熱装置において、連
通部材の本体の頂壁に貫通穴が形成されるとともに、当該貫通穴も前記連通部となされ、
貫通穴を塞ぐように、水素透過許容部材が貫通穴内に嵌め止められているので、液冷式放
熱装置の通常の使用状態、すなわち連通部材が上方に突出した状態においては、貫通穴を
塞ぐ水素透過許容部材が気層部に接することになり、当該水素透過許容部材を水素が透過
しやすくなるとともに、水蒸気が透過しにくくなる。これとは逆に、液冷式放熱装置を回
転させ、たとえば通常使用状態とは上下逆向きにした場合、外向きフランジと他方の金属
板の外面との間の連通部に配置されたシート状の水素透過許容部材が気層部に接すること
になり、当該水素透過許容部材を水素が透過しやすくなるとともに、水蒸気が透過しにく
くなる。
【００３８】
　上記14)の液冷式放熱装置のように、冷却液通路内で冷却液を循環させるポンプを備え
ていたとしても、上記1)～13)のように構成されていると、冷却液通路内の圧力上昇が防
止され、その結果ポンプが故障することを防止することができる。
【００３９】
　上記15)および16)の液冷式放熱装置によれば、冷却液通路内を外部に通じさせる連通部
を設けること、および連通部に水素透過許容部材を配置することを比較的簡単に行うこと
ができる。
【００４０】
　上記18)の電子機器によれば、発熱電子部品を効率良く冷却することができるとともに
、静粛性が向上する。
【００４１】
　上記19)のノート型パーソナルコンピュータによれば、ＣＰＵを効率良く冷却すること
ができるとともに、静粛性が向上する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４２】
　以下、この発明の実施形態を、図面を参照して説明する。なお、全図面を通じて同一部
分および同一物には同一符号を付して重複する説明を省略する。
【００４３】
　図１はこの発明による液冷式放熱装置の第１の実施形態の全体構成を示し、図２および
図３はその要部の構成をを示す。
【００４４】
　図１において、液冷式放熱装置(1)は、互いに積層状に接合された上下２枚の高熱伝導
性板、ここではアルミニウム製金属板(3)(4)からなる長方形板状の放熱ベース(2)を備え
ており、放熱ベース(2)の両金属板(3)(4)間に冷却液通路(5)が形成されている。
【００４５】
　放熱ベース(2)の冷却液通路(5)内には、不凍液などのアルミニウムに対して非腐食性を
有するが水を含む冷却液が封入されており、冷却液通路(5)内の冷却液は、放熱ベース(2)
の下面に取り付けられた循環ポンプ(6)により冷却液通路(5)内を循環させられるようにな
っている。放熱ベース(2)の上面には、冷却液通路(5)内と通じるように、膨張タンク(7)
が設けられている。また、放熱ベース(2)の下面には、冷却液通路(5)の一部を含むように
、受熱部(8)および放熱部(9)が設けられている。
【００４６】
　放熱ベース(2)を構成する両金属板(3)(4)のうちの少なくともいずれか一方の金属板は
、他方の金属板を向いた面にろう材層を有するアルミニウムブレージングシートからなり
、両金属板(3)(4)は、アルミニウムブレージングシートのろう材層を利用してろう付され
ている。なお、一方の金属板のみがアルミニウムブレージングシートからなる場合、他方
の金属板はアルミニウムベア材からなる。
【００４７】
　放熱ベース(2)の冷却液通路(5)は、上下金属板(3)(4)のうち少なくともいずれか一方を



(9) JP WO2007/086353 A1 2007.8.2

10

20

30

40

50

外方に膨出させることにより形成された通路形成部(11)を備えている。通路形成部(11)は
、放熱ベース(2)の周縁部にほぼ全周にわたって形成された第１部分(12)と、第１部分(12
)における放熱ベース(2)の一方の長辺部に沿う部分に連なってその内方に所定の広がりを
もって形成された所定数、ここでは２つの第２部分(13)とよりなり、第１部分(12)におけ
る放熱ベース(2)の１つの角部、および放熱ベース(2)の他方の長辺部に沿う部分に、それ
ぞれ部分的に途切れた途切れ部分(14)(15)が設けられている。放熱ベース(2)の１つの角
部の途切れ部分を第１途切れ部分(14)といい、放熱ベース(2)の他方の長辺部に沿う部分
の途切れ部分を第２途切れ部分(15)というものとする。第１部分(12)は、上金属板(3)を
上方に膨出させることにより形成された上方膨出部(16)と、下金属板(4)を下方に膨出さ
せることにより形成された下方膨出部(17)(18)とを備えており、上方膨出部(16)と下金属
板(4)、および下方膨出部(17)(18)と上金属板(3)とによって、通路形成部(11)の第１部分
(12)が形成されている。下方膨出部(17)(18)は、第１部分(12)における放熱ベース(2)の
一方の短辺部に沿う部分と、第１部分(12)における第２途切れ部分(15)に臨む２つの端部
に形成されている。放熱ベース(2)の短辺部に沿う部分に形成された下方膨出部を第１下
方膨出部(17)といい、第２途切れ部分(15)に臨む２つの端部に形成された下方膨出部を第
２下方膨出部(18)というものとする。そして、放熱ベース(2)の下面における第１途切れ
部分(14)を含む所定の広さ部分、および放熱ベース(2)の上面における第２途切れ部分(15
)を含む所定の広さ部分が、それぞれ平坦面となっている。両下方膨出部(17)(18)と上金
属板(3)とにより形成された部分を除いて、第１部分(12)は上方膨出部(16)と下金属板(4)
とにより形成されている。各第２部分(13)は、上金属板(3)を上方に膨出させることによ
り形成された上方膨出部(19)と下金属板(4)とにより形成されており、上方膨出部(19)の
頂壁に、それぞれ内方に突出しかつ先端部が下金属板(4)にろう付された多数の突起(21)
が形成されている。
【００４８】
　上金属板(3)には、通路形成部(11)の第１部分(12)における第１下方膨出部(17)の長さ
方向の中間部を放熱ベース(2)の上面に開口させる連通穴(22)と、通路形成部(11)の第１
部分(12)における第２下方膨出部(18)の第２途切れ部分(15)側の端部を放熱ベース(2)の
上面に開口させる２つの連通穴(23)とが形成されている。さらに、上金属板(3)には、通
路形成部(11)を避けるように複数の貫通穴(24)が形成されている。下金属板(4)には、通
路形成部(11)の第１部分(12)における上方膨出部(16)の第１途切れ部分(14)に臨む端部を
放熱ベース(2)の下面に開口させる貫通穴(25)が形成されている。
【００４９】
　循環ポンプ(6)は、放熱ベース(2)における第１途切れ部分(14)が形成された角部の下面
に、ねじ(20)により取り付けられており、循環ポンプ(6)の吐出口(6a)が下金属板(4)の一
方の貫通穴(25)に接続され、吸込口(6b)が下金属板(4)の他方の貫通穴(25)に接続されて
いる。なお、循環ポンプ(6)の上面と放熱ベース(2)の下面との間は、適当なシール手段に
より密封されている。
【００５０】
　膨張タンク(7)は、上方に膨出しかつ下方に開口した膨出部(27)を有するアルミニウム
製タンク本体(26)と、タンク本体(26)の下端開口を閉鎖するアルミニウム製底板(28)とか
らなる。
【００５１】
　図２に示すように、タンク本体(26)は、下面にろう材層を有するアルミニウムブレージ
ングシートよりなる円形板の周縁部を除いた部分を上方に膨出させることにより形成され
たものであり、膨出部(27)は円錐台状でその周壁は上方に向かって径方向内方に傾斜して
いる。また、膨出部(27)の頂壁の中央部に、冷却液通路(5)を外部に通じさせる連通部と
しての貫通穴(29)が形成されている。貫通穴(29)内にはピン状の水素透過許容部材(31)が
嵌め止められている。水素透過許容部材(31)により貫通穴(29)が密封されている。水素透
過許容部材(31)の外端部は頂壁の外方に、内端部は頂壁内方にそれぞれ突出している。こ
こで、水素透過許容部材(31)は、水蒸気の透過係数をＡ、水素の透過係数をＢとした場合
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、Ｂ≧５０Ａを満足する材料で形成されていることが好ましく、Ｂ≧１００Ａを満足する
材料で形成されていることが望ましい。具体的に言えば、水素透過許容部材(31)は、たと
えばエチレンプロピレンゴム、ブチルゴム、フッ素ゴム、ニトリルブタジエンゴムおよび
シリコンゴムからなる群から選ばれた１つの材料で形成されていることが好ましい。水素
透過許容部材(31)の数は適宜変更可能である。タンク本体(26)における膨出部(27)の周囲
の外向きフランジ(26a)は、水素透過許容部材(31)が連通穴(22)の真上に位置するように
、上記ろう材層を利用して底板(28)にろう付されている。タンク本体(26)は円形板から形
成されるものに限定されず、また膨出部(27)も円錐台状に限定されない。
【００５２】
　底板(28)は、下面にろう材層を有するアルミニウムブレージングシートよりなる前後方
向に長い方形状であり、上記ろう材層を利用して放熱ベース(2)の上金属板(3)にろう付さ
れている。底板(28)における上金属板(3)の連通穴(22)と対応する部分には、連通穴(22)
よりも大きい円形連通穴(32)が、連通穴(22)と通じるようにこれと同心状に形成されてい
る。連通穴(32)は円形に限定されるものではない。底板(28)における連通穴(32)の周縁部
には、上方に向かって径方向内方に傾斜した邪魔板(33)が全周にわたって一体に形成され
ており、邪魔板(33)の先端に囲まれて開口(34)が形成されている。膨張タンク(7)は、冷
却液中に気泡状態で含まれる空気を取り入れて保持しうるとともに、冷却液が加熱されて
膨張した際に冷却液を流入させて内圧上昇による冷却液通路(5)の破損を防止しうる構造
となっている。また、膨張タンク(7)部内に余剰の冷却液を入れておくことにより、冷却
液が減少した際の冷却効率の低下を防止することが可能になる。
【００５３】
　図３に示すように、放熱ベース(2)の上面には、通路形成部(11)における第１部分(12)
の第２下方膨出部(18)の端部を放熱ベース(2)の上面に開口させる２つの連通穴(23)どう
しを通じさせる連通部材(35)が取り付けられている。連通部材(35)は、上方に膨出しかつ
下方に開口した本体(36)と、本体(36)の開口周縁部に一体に形成された外向きフランジ(3
7)とよりなり、外向きフランジ(37)がねじ(38)（締結具）により放熱ベース(2)に固定さ
れている。外向きフランジ(37)と上金属板(3)の外面との間の部分が、冷却液通路(5)を外
部に通じさせる連通部(39)となされ、この連通部(39)にシート状の水素透過許容部材(41)
が配置されている。水素透過許容部材(41)により連通部(39)が密封されている。この水素
透過許容部材(41)は、上述した水素透過許容部材(31)と同様な材料で形成される。
【００５４】
　これらの水素透過許容部材(31)(41)における水素透過方向（水素透過許容部材(31)につ
いては上下方向、水素透過許容部材(41)については幅方向）の寸法、および水素透過許容
部材(31)(41)における水素透過方向と直交する方向（水素透過許容部材(31)については左
右方向、水素透過許容部材(41)については上下方向）の断面積は、両水素透過許容部材(3
1)(41)を合わせた水素透過スピードが、冷却液通路(5)の内表面積１ｍｍ２あたり０．１
ｃｃ／ｈ以上となるように設定されている。両水素透過許容部材(31)(41)を合わせた水素
透過スピードを、冷却液通路(5)の内表面積１ｍｍ２あたり０．１ｃｃ／ｈ以上としたの
は、実験の結果、この場合に冷却液通路(5)内で発生した水素を効率良く外部に逃がすこ
とができることが判明したからである。なお、いずれか一方の水素透過許容部材だけで、
水素透過スピードが、冷却液通路(5)の内表面積１ｍｍ２あたり０．１ｃｃ／ｈ以上とな
るのであれば、他方の水素透過許容部材は必ずしも必要としない。水素透過許容部材(31)
が不要の場合、当然のことながら膨張タンク(7)のタンク本体(26)の貫通穴(29)は不要に
なる。また、水素透過許容部材(41)が不要の場合、当然のことながら連通部材(35)、第２
途切れ部分(15)および第２下方膨出部(18)は必要がなく、上金属板(3)に上方膨出部が形
成されていればよい。
【００５５】
　受熱部(8)は、下金属板(4)の下面における上金属板(3)の通路形成部(11)の一方の第２
部分(13)の中央部と対応する位置に設けられている。また、下金属板(4)の下面には、上
金属板(3)の通路形成部(11)における第１部分(12)の一部分を含むように、アルミニウム
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製のコルゲート状放熱フィン(42)がろう付されており、これにより放熱ベース(2)の下面
に、冷却液通路(5)の一部を含むように放熱部(9)が設けられている。
【００５６】
　上述した液冷式放熱装置(1)は、たとえばキーボードを有するパソコン本体部と、パソ
コン本体部に開閉自在に設けられたディスプレイ装置とを備えたノート型パーソナルコン
ピュータにおいて、パソコン本体部のハウジング内に配置され、ＣＰＵ(C)（発熱電子部
品）が液冷式放熱装置(1)の冷却液通路(5)の受熱部(8)において放熱ベース(2)の下面に熱
的に接触させられる。ノート型パーソナルコンピュータの起動時には、循環ポンプ(6)に
より冷却液が冷却液通路(5)内を循環させられる。ＣＰＵ(C)から発せられた熱は、下金属
板(4)を経て冷却液に伝わる。そして、冷却液が、冷却液通路(5)を循環して受熱部(8)に
戻るまでの間に、冷却液の有する熱が上下金属板(3)(4)を経て外部に放熱され、特に放熱
部(9)において下金属板(4)および放熱フィン(42)を経て放熱され、その結果冷却液が冷却
される。このような動作を繰り返してＣＰＵ(C)から発せられる熱が放熱される。
【００５７】
　なお、上述した液冷式放熱装置(1)は、ハウジングおよびハウジング内に配置された発
熱電子部品を備えているノート型パーソナルコンピュータ以外の電子機器において、ハウ
ジング内に配置され、発熱電子部品が、放熱ベース(2)の受熱部(8)に熱的に接触させられ
ることもある。
【００５８】
　図４および図５は、膨張タンク(7)のタンク本体(26)の頂壁の貫通穴(29)内に嵌め止め
られる水素透過許容部材の変形例を示す。
【００５９】
　図４に示す水素透過許容部材(50)はピン状であって、その内端部がタンク本体(26)の膨
出部(27)内に突出している。そして、水素透過許容部材(50)の外端部に膨出部(27)の頂壁
外面における貫通穴(29)の周縁部に係合する係合部(51)が一体に形成されている。水素透
過許容部材(50)により貫通穴(29)が密封されている。
【００６０】
　図５に示す水素透過許容部材(55)はピン状であって、その内端部がタンク本体(26)の膨
出部(27)内に突出している。そして、水素透過許容部材(55)の外端部に膨出部(27)の頂壁
外面における貫通穴(29)の周縁部に係合する係合部(51)が一体に形成されるとともに、水
素透過許容部材(55)の膨出部(27)内への突出部に、膨出部(27)の頂壁内面における貫通穴
(29)の周縁部に係合する係合部(56)が一体に形成されている。水素透過許容部材(50)によ
り貫通穴(29)が密封されている。
【００６１】
　図６は、連通部材(35)の外向きフランジ(37)と放熱ベース(2)との間の連通部(39)に配
置される水素透過許容部材の変形例を示す。
【００６２】
　図６に示す水素透過許容部材(60)はＯリング状であって、連通部材(35)の外向きフラン
ジ(37)の下面に全周にわたって形成された環状溝(61)内に嵌め入れられている。水素透過
許容部材(60)により連通部(39)が密封されている。
【００６３】
　図４～図６に示す水素透過許容部材(50)(55)(60)も上述した水素透過許容部材(31)と同
様な材料で形成される。これらの水素透過許容部材(50)(55)(60)における水素透過方向（
水素透過許容部材(50)(55)については上下方向、水素透過許容部材(60)については径方向
）の寸法、および水素透過許容部材(50)(55)(60)における水素透過方向と直交する方向（
水素透過許容部材(50)(55)については左右方向、水素透過許容部材(60)については周方向
）の断面積は、上述した水素透過許容部材(31)(41)の場合と同様に設定される。
【００６４】
　図７はこの発明による液冷式放熱装置の第２の実施形態を示す。
【００６５】
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　図７において、循環ポンプ(6)の上面と放熱ベース(2)の下面との間の部分が、冷却液通
路(5)を外部に通じさせる連通部となっており、この連通部、すなわち循環ポンプ(6)の上
面における吐出口(6a)および吸込口(6b)を除いた部分の全体と、放熱ベース(2)の下面に
おける貫通穴(25)を除いた部分との間にシート状の水素透過許容部材(70)が配置されてい
る。水素透過許容部材(70)には、貫通穴(25)と吐出口(6a)および吸込口(6b)とを通じさせ
るための２つの連通穴(71)が形成されている。この水素透過許容部材(70)は、第１の実施
形態の液冷式放熱装置における水素透過許容部材(31)と同様な材料で形成されている。循
環ポンプ(6)の上面と放熱ベース(2)の下面との間の連通部は、水素透過許容部材(70)によ
り密封されている。
【００６６】
　第１の実施形態の液冷式放熱装置における水素透過許容部材(31)(41)とともに水素透過
許容部材(70)が設けられる場合、水素透過許容部材(70)における水素透過方向の寸法（連
通穴(71)から周縁部までの距離）、および水素透過許容部材(70)における水素透過方向と
直交する方向（上下方向）の断面積は、３つの水素透過許容部材(31)(41)(70)を合わせた
水素透過スピードが、冷却液通路(5)の内表面積１ｍｍ２あたり０．１ｃｃ／ｈ以上とな
るように設定されている。
【００６７】
　また、膨張タンク(7)の頂壁および連通部材(35)と放熱ベース(2)との間には水素透過許
容部材を配置せず、循環ポンプ(6)と放熱ベース(2)との間の連通部にのみ水素透過許容部
材(70)を配置することがある。この場合、水素透過許容部材(70)における水素透過方向の
寸法（連通穴(71)から周縁部までの距離）、および水素透過許容部材(70)における水素透
過方向と直交する方向（上下方向）の断面積を、水素透過許容部材(70)だけで、水素透過
スピードが、冷却液通路(5)の内表面積１ｍｍ２あたり０．１ｃｃ／ｈ以上となるように
設定する。
【００６８】
　図８は、循環ポンプ(6)の上面と放熱ベース(2)の下面との間の連通部に配置される水素
透過許容部材の変形例を示す。
【００６９】
　図８に示す水素透過許容部材(75)はＯリング状であって、循環ポンプ(6)の上面におけ
る吐出口(6a)および吸込口(6b)の周囲にそれぞれ形成された環状溝(76)内に嵌め入れられ
ている。この水素透過許容部材(75)は、第１の実施形態の液冷式放熱装置における水素透
過許容部材(31)と同様な材料で形成されている。循環ポンプ(6)の上面と放熱ベース(2)の
下面との間の連通部は、水素透過許容部材(75)により密封されている。
【００７０】
　第１の実施形態の液冷式放熱装置における水素透過許容部材(31)(41)とともに水素透過
許容部材(75)が設けられる場合、水素透過許容部材(75)における水素透過方向（径方向）
の寸法、および水素透過許容部材(70)における水素透過方向と直交する方向（周方向）の
断面積は、３つの水素透過許容部材(31)(41)(75)を合わせた水素透過スピードが、冷却液
通路(5)の内表面積１ｍｍ２あたり０．１ｃｃ／ｈ以上となるように設定されている。
【００７１】
　また、膨張タンク(7)の頂壁および連通部材(35)と放熱ベース(2)との間には水素透過許
容部材を配置せず、循環ポンプ(6)と放熱ベース(2)との間の連通部にのみ水素透過許容部
材(75)を配置することがある。この場合、水素透過許容部材(75)における水素透過方向の
寸法、および水素透過許容部材(75)における水素透過方向と直交する方向の断面積を、水
素透過許容部材(75)だけで、水素透過スピードが、冷却液通路(5)の内表面積１ｍｍ２あ
たり０．１ｃｃ／ｈ以上となるように設定する。
【００７２】
　図９はこの発明による液冷式放熱装置の第３の実施形態を示す。
【００７３】
　図９において、連通部材(35)の本体(36)の頂壁に、冷却液通路(5)を外部に通じさせる
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ク本体(26)の貫通穴(29)に嵌め止められているのと同一のピン状水素透過許容部材(31A)
が嵌め止められている。水素透過許容部材(31A)の数は適宜変更可能である。なお、水素
透過許容部材(31A)に代えて、図４および図５に示す水素透過許容部材(50)(55)が、貫通
穴(80)内に嵌め止められていてもよい。
【００７４】
　第１の実施形態の液冷式放熱装置における水素透過許容部材(31)(41)とともに、連通部
材(35)の本体(36)の貫通穴(80)に水素透過許容部材(31A)が設けられる場合、当該水素透
過許容部材(31A)における水素透過方向の寸法（上下方向の長さ）、および水素透過許容
部材(31A)における水素透過方向と直交する方向（左右方向）の断面積は、３つの水素透
過許容部材(31)(41)(31A)を合わせた水素透過スピードが、冷却液通路(5)の内表面積１ｍ
ｍ２あたり０．１ｃｃ／ｈ以上となるように設定されている。
【産業上の利用可能性】
【００７５】
　この発明の液冷式放熱装置は、たとえばノート型パーソナルコンピュータ、二次元ディ
スプレイ装置、プロジェクタなどの電子機器の発熱電子部品などの発熱体から発せられる
熱を放熱するのに好適に用いられる。
【図面の簡単な説明】
【００７６】
【図１】この発明による液冷式放熱装置の第１の実施形態の全体構成を示す分解斜視図で
ある。
【図２】図１の液冷式放熱装置の膨張タンクが設けられた部分の拡大垂直断面図である。
【図３】図１の液冷式放熱装置の連通部材が設けられた部分の拡大垂直断面図である。
【図４】第１の実施形態における膨張タンクのタンク本体の頂壁の貫通穴内に嵌め止めら
れる水素透過許容部材の変形例を示す部分拡大垂直断面図である。
【図５】第１の実施形態における膨張タンクのタンク本体の頂壁の貫通穴内に嵌め止めら
れる水素透過許容部材の他の変形例を示す部分拡大垂直断面図である。
【図６】第１の実施形態における連通部材の外向きフランジと放熱ベースとの間の連通部
に配置される水素透過許容部材の変形例を示す部分拡大垂直断面図である。
【図７】この発明による液冷式放熱装置の第２の実施形態の一部分を示す分解斜視図であ
る。
【図８】第２の実施形態における循環ポンプの上面と放熱ベースの下面との間の連通部に
配置される水素透過許容部材の変形例を示す図７相当の分解斜視図である。
【図９】この発明による液冷式放熱装置の第３の実施形態の一部分を示す図３相当の断面
図である。
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